
岐阜県
F i l e  N o. 01

小学校 中学校 高等学校

いじめ（件） 4,302 1,519 982

不登校（人） 2,214 3,527 1,014

2021年度
(2020年実施)

2022年度
(2021年実施)

2023年度
(2022年実施)

2024年度
(2023年実施)

2025年度
(2024年実施)

受験者数 2,138 1,931 1,795 1,852 1,654
採用予定者数 710 675 630 546 523

▼�令和５年度　問題行動調査でのいじめの
　認知件数と不登校児童・生徒数

▼︎�受験者数等推移

面　積 10,621 ㎢
人　口 1,898,430人
県の花 れんげ草
県の木 イチイ
県の鳥 ライチョウ

求める教員像

児童生徒を一人の人間として尊重し，あたたかいまなざしで寄り添う教師
　○誰一人悲しい思いをさせない，愛情と使命感あふれる教師
　○指導方法を工夫し，児童生徒に確かな学力をつける教師
　○幅広い教養と高い専門性をもち，常に学び続ける教師

出願期間
公開日　３月25日（火）
電子申請　４月１日（火）10:00～４月30日（水）23:59

試験日程
１次試験　試験日　６月14日（土）　　合格発表日　７月４日（金）
２次試験　試験日　７月19日（土）・20日（日）　　合格発表日　８月27日（水）

年齢制限 昭和41年４月２日以降に生まれた者

募集教科

［小］　［中］〈一般・小中併願〉国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育，技術，家庭，英語　［高］〈一
般〉国語，地理歴史（地理，日本史，世界史），数学，理科（物理，化学，生物），英語，保健体育，美術，書道，
家庭，農業，工業（機械系，電気・電子系，建築・土木系，化学系，デザイン系），商業，情報　〈地域限定（一
般併願）〉国語，地理歴史（日本史，世界史），数学，英語，家庭，農業　〈地域限定〉福祉　〈飛騨地域限定〉
音楽　［特］〈一般〉〈地域限定（一般併願）〉　［養］　［栄］

特記事項

■特別選考　●障がい者特別選考　［小・中・高・特］志願者対象。　●多文化共生特別選考　［小・中］志願者で，
文化や生活習慣の違いを説明できる程度のポルトガル語又はタガログ語の語学力を有する者は，２次の面接の
一部を当該外国語により実施。●社会人特別選考　［小・中・高・特］志願者対象。１次の筆記試験の一部を免除。
●スペシャリスト特別選考（英語）（工業）（情報）　［高］英語，工業．情報志願者で，規定の要件を満たす者は，
１次は書類選考のみ，２次は論文に代えて課題作文を実施。■免除　①前年度第１次選考試験合格者　［小・中・
養］志願者のうち，A：前年度の１次に合格し２次を受験した者で，出願締切日までに県内公立学校で常勤講師
等として勤務を開始する者は，１次を免除。B：前年度の１次に合格し２次を受験した者は，１次の専門を免除。

［高・特］志願者で，前年度の１次に合格し２次を受験した者は，１次を免除。②前年度大学３年生等第１次選考
試験合格者　１次を免除。③他都道府県現職教諭　１次を免除。④教職大学院　教職大学院を修了又は令和
７年度末に修了予定の者で，［小・中・養・栄］志願者は，１次を免除，［高・特］志願者は，１次の教職教養を免除。
⑤教諭経験者　１次を免除。⑥継続常勤講師，継続養護助教諭　［小・中・養］志願者対象。１次を免除。　⑦前
年度からの常勤講師，養護助教諭　［小・中・養］志願者で，規定の勤務実績がある者は，１次の専門を免除。［高・
特］志願者で，規定の勤務実績がある者は，１次の教職教養を免除。⑧英語資格保有者　［中］英語志願者で，
CEFR B2相当以上の英語力を有する者は，１次の専門を免除。

新規情報

■３年生受験　全校種対象。■奨学金返還支援　奨学金返還を最大144万円支援。■初任給　大卒
268,840円，修士修了287,648円（諸手当は個々で変動）。■初任者研修　形態や時間の工夫，校務分掌，
授業時数の軽減など，業務負担軽減に努め，研修に集中できるよう配慮。■臨時的任用教員の研修　あり。
■へき地／離島／寒冷地勤務　義務ではない。■懲戒処分の指針　HPで公開。■部活指導の地域移行　
令和６年度末で中学校の休日の地域展開69.3%（運動部72.5%，文化部46.1％）
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2026年度（2025年実施） 筆記試験DATA

　教育原理（特別支援教育等）のうち，特別支援教育

では，「文部科学省所管事業分野における障害を理

由とする差別の解消の推進に関する対応指針の策定

について」（2024年）から合理的配慮に関する問題

が出題された。

　生徒指導では「生徒指導提要」（2022年）の「第12

章 性に関する課題」から「12.4 『性的マイノリティ』

に関する課題と対応」に関する問題が出題された。

また，「令和5年度児童生徒の問題行動・不登校等生

徒指導上の諸課題に関する調査結果及びこれを踏ま

えた対応の充実について（通知）」（2024年）から「2．

いじめの問題への対応について」に関する問題が出

題された。このほか，教育法規と重複するが，義務教

育の段階における普通教育に相当する教育の機会の

確保等に関する法律第3条も出題されている。

　教育法規では地方公務員法と教育公務員特例法が

頻出である。今年度，地方公務員法からは第32条（法

令等及び上司の職務上の命令に従う義務）が，教育

公務員特例法からは第23条（初任者研修）が，それ

ぞれ対応する法規名を問う形式で出題された。また，

憲法第25条と第26条の理解を問う問題も出題され

た。このほか，教育基本法第5条第2項の条文と対

応する法規名を問う問題や，学校教育法第11条の

条文と対応する法規名を問う問題，教育職員等によ

る児童生徒性暴力等の防止等に関する法律第1条（目

的）の理解を問う問題が，それぞれ出題されている。

　教育心理は例年，さまざまな分野から出題されて

いる。今年度は，発達理論のうち，アタッチメント

の関連語句（ボウルビィ，エインズワース，ストレ

ンジ・シチュエーション法，内的ワーキングモデル）

の理解を問う問題が出題されたほか，学習理論の提

唱者（ソーンダイク，バンデューラ，スキナー）を問

う正誤問題や心理効果（ゴーレム効果，ホーソン効

果，ピグマリオン効果，寛容効果，ハロー効果）とそ

の説明文の適切な組み合わせを問う問題が出題され

た。重要人物・理論を幅広く押さえておくことが必

要である。

▶いじめへの対応が問われやすい生徒指導
▶教育法規は地方公務員法と教育公務員特例法
▶�幅広い分野から出題される教育心理

教職教養
全10問

教育法規

4

教育原理

1

教育心理

3

生徒指導

2

自治体別試験DATA＆分析
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